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要旨：鉄筋コンクリート構造部材に関する既往の幾何学的なひび割れ－変形モデルに，ひび割れ幅分布の確

率密度関数を離散化して当てはめることで，最大ひび割れ幅以外のひび割れ幅となるひび割れについて，主

なひび割れ幅別にひび割れ長さを推定する方法を検討した。この方法を用いて，最大応答からの除荷時変形

と地震終了時の残留変形が異なるにも関わらず，最大残留ひび割れ幅が等しいために同じ損傷度として評価

されていた部材について，最大残留ひび割れ幅となるひび割れ以外の残留ひび割れ幅も評価対象にすること

で，修復性能の差を表示できる可能性を示した。また，この方法を用いた簡単なケーススタディを行った。 
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1. はじめに 

 現在，地震で被災した建物の耐震安全性を確認する方

法として，応急危険度判定 1)や被災度区分判定 2)など幾

つかの方法が基準として定められ，実際に活用されてい

る。これらの判定基準で，耐震安全性が著しく低下して

いるわけではない被災建物でも（損傷度が「中破」「半

壊」レベル以下でも），建築主の経済的事情によって最

終的に取り壊さざるを得なくなる場合がある。そこで，

地震に対する構造的被害のみならず経済的被害の最小

化が注目されるようになり，建物の耐震性能として修復

性能あるいは復旧性能に着目した研究が進められ，損傷

発生箇所の限定や残留変形の抑制を計画する「損傷制御

設計」という設計手法も検討されるようになってきた 3)。

損傷制御設計の有効性を評価するには，損傷制御設計さ

れていない建物に比べて修復性能あるいは復旧性能が

どれだけ向上しているのかを判断する必要があるが，そ

のためには，修復性能あるいは復旧性能が定量的に表示

されなければならない。しかし，既往の損傷度や損傷指

標は，耐震安全性に関する余裕度として表されるもので

あり，修復あるいは復旧にかかる費用や時間を評価する

ための定量的な情報を表すものではない。 

 これまで筆者らは，鉄筋コンクリート建築構造物を対

象として，既往の損傷指標に対して「修復費用関数」と

いう概念（モデル）をあてがうことで，修復性能を定量

的に評価する方法について検討を行ってきた 4)。本論文

では，修復費用関数の算出根拠となりうる「部材表面に

表出する損傷量」をひび割れ幅とひび割れ長さを組合せ

た量として推定するモデルについて検討した。 

 

2. 幾何学的モデルを用いたひび割れ量の推定方法 

2.1 幾何学的なひび割れ－部材変形モデルの概要 

 日本建築学会の「鉄筋コンクリート造建物の耐震性能 

 

図－1 幾何学的なひび割れ－変形モデル 5) 

 

評価型設計指針（案）・同解説」5)では，部材の曲げひび

割れ幅およびせん断ひび割れ幅と，部材変形との関係に

ついて，図－1 に示す幾何学的なモデルを用いて説明し

ている。この幾何学的なモデルによれば，曲げ変形成分

Rf とせん断変形成分 Rs の合計で表される部材角 R は， 
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と記すことができる。ここに，Σwf：曲げひび割れ幅の材

軸方向への合計，Σws：せん断ひび割れ幅の合計，D：部

材せい，xn：圧縮縁から中立軸までの距離，θ：せん断ひ

び割れと材軸のなす角度，L：部材内法スパンである。 

 一方，最近実施された杉らの実験 6)によれば，図－1

の幾何学的ひび割れモデルにおけるせん断ひび割れ幅

とせん断変形の関係ではせん断変形が過小評価される

ことが指摘されている。杉らの提案をもとに幾何学的な

ひび割れ－変形モデルを表すと図－2 のようになる。指

針 5)の幾何学的なひび割れ－変形モデルでは，せん断ひ
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び割れ幅の分だけ，せん断ひび割れ直交方向に部材セグ

メントが平行移動するという仮定に基づいているが，杉

らによれば，せん断ひび割れに着目した部材実験によっ

て，せん断ひび割れ方向へのせん断ひび割れずれ vs が(1)

式よりもさらに生じることが示されており，図－2 のせ

ん断ひび割れ幅とせん断変形量との関係を(1)式と同様

に定式化すると， 
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と表される。本論文では表出するひび割れに着目した部

材実験結果に基づく(2)式のモデルを用いることにする。 

2.2 幾何学的ひび割れ発生モデル 

(1) 最大ひび割れ幅・平均ひび割れ幅と残留変形 

 終局変形（または部材角）に対する経験最大変形（ま

たは部材角）や最大残留ひび割れ幅が分かると，既往の

損傷度あるいは損傷指標への読み替えができるように

なるが，それだけでは部材表面に表出する損傷量，ひい

ては，修復性能・復旧性能を評価できない。 

 指針 5)では，図－3 に示すように最大応答からの除荷

時変形と地震終了時の残留変形とが異なっていても，最

大残留ひび割れ幅がほぼ同じになると述べている 7)。こ

こで幾何学的なひび割れ－変形モデルに立ち返り，最大

残留ひび割れ幅が等しいまま部材変形角が異なる状態

を考えると，図－4 に示すように，最大残留ひび割れ幅

を示すひび割れを除くその他のひび割れの幅が異なっ

て（あるいは閉じて）いる，すなわち，平均残留ひび割

れ幅が異なることになる。終局変形に対する経験最大変

形および最大残留ひび割れ幅が等しい 2 つの構造物につ

いて一方の地震終了時の残留変形が小さい場合，2 つの

構造物の損傷度・損傷指標は概ね等しく評価・算定され

るにも関わらず，残留変形が小さい（平均ひび割れ幅が

小さい）構造物は，ひび割れ幅に応じた補修工法の選択

によって修復費用単価が安くなるため，修復性能の良い

建物であると評価される。修復性能を評価するには，損

傷度、損傷指標，残留ひび割れ幅の最大値だけでなく，

部材表面に生じた全てのひび割れについて幅や長さと

いった損傷量を知る必要がある。 

(2) ひび割れ幅分布のモデル化 

 指針 5)では，最大残留ひび割れ幅 wmax に対する残留ひ

び割れ幅合計Σw の比を n（曲げの場合 nf，せん断の場合

ns）とすると，nf は概ね 2 程度，ns は概ね 3～4 程度にな

ると述べているが，これは，部材に多数発生したひび割

れを縮合して表現した「幾何学的なひび割れ－変形モデ

ル」において，ひび割れとして表されている部材セグメ

ント間の空隙の数に相当するものである。実際には，全

てのひび割れが最大残留ひび割れ幅と等しいひび割れ 

 

図－2 杉らの提案に基づく幾何学的せん断ひび割れモデル 

 

 
図－3 最大応答からの除荷時変位と残留変位の関係 5) 

 

 
図－4 幾何学的なひび割れ－部材変形モデルと残留変位 

 

幅を有しているわけではないので，幾何学的なひび割れ

－変形モデルにおいて縮合されているひび割れよりも，

もっと多くのひび割れに分解された状態でひび割れが

部材表面に表出していると考えられる。 

 そこで，部材表面に表出している全てのひび割れにつ

いて，各々のひび割れ幅がどのように分散しているのか

を検討する。滝本らの実験結果 8)によれば，横軸にひび

割れ幅をとり，縦軸に総ひび割れ長さに対する該当ひび

割れ幅となるひび割れ区間の長さの比率（以下，ひび割

れ長さの比率と記す）をとると，ひび割れ幅の分布はほ
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ぼ対数正規分布に従う。ただし，滝本らの実験結果は，

ひび割れ幅分布（対数正規分布）が部材変形（部材角 R）

の進行に従って変化することも示しており，任意の部材

変形（部材角 R）に対するひび割れ幅分布を求めるには，

ひび割れ幅分布（対数正規分布）を定める 2 つのパラメ

ータ（確率変数の対数の平均値μおよび標準偏差σ）のモ

デル化が必要となる。本論文では，滝本らの実験結果を

踏まえて標準偏差σを 1.1 と仮定し，任意の部材角 R に対

して平均値μが求められるようなモデルを考える。 

 平均ひび割れ幅 wav が，ひび割れ幅分布（対数正規分

布）の期待値 E(X)として， 
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で表されるものとする。CEB-FIP Code 19789)によれば，

平均ひび割れ幅 wavと最大ひび割れ幅 wmaxとの関係は，

曲げひび割れについては概ね， 

avww ⋅= 7.1max  (4) 

と表され，せん断ひび割れについては概ね， 

avw ww ⋅⋅= κ7.1max  (5) 

と表される。ここに，κw：ひび割れ間隔にあるせん断補

強筋の角度による影響を考慮した係数で，せん断補強筋

が材軸となす角度が 90°のあばら筋の場合κw=1.2，45～

60°のあばら筋の場合κw=0.8 である。いま(2)式が nf，ns，

wmax を用いて， 
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と表されることに着目すれば，一般的な矩形断面の柱お

よび梁に配されているせん断補強筋（材軸となす角が

90°）を想定した場合，(4)式と(5)式を(6)式に代入する

と， 
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を得る。標準偏差σ=1.1 を仮定した(3)式に，(7)式の曲げ

変形分（両辺第 1 項）およびせん断変形分（両辺第 2 項）

を代入すると，曲げ変形分とせん断変形分を分離した任

意の部材角 Rf および Rs に対して，曲げひび割れ幅分布

を与えるパラメータμsおよびせん断ひび割れ幅分布を与

えるパラメータμf がそれぞれ求められる。図－5 に平均

ひび割れ幅wavが 0.3mmおよび 0.5mmのひび割れ幅分布

例を示す。 

 

3. ひび割れ幅分布確率密度関数の離散化 

(1) ひび割れ幅分布離散化の目的と方針 

 図－5 のひび割れ幅分布は連続的な確率密度関数とし 

 

図－5 ひび割れ幅分布の例 

 

図－6 ひび割れ幅分布の離散化例 

 

て表されているが，実際にはひび割れ幅の上限（すなわ

ち最大ひび割れ幅 wmax）が存在する。そこで，最大ひび

割れ幅 wmax 以下のひび割れ幅について幾つかの階級に

分類して確率密度関数を離散化し，幾何学的なひび割れ

－変形モデルにおいて縮合されているひび割れを分解

するモデルを検討する。これは，ひび割れ幅に応じて補

修工法が異なることを踏まえて，ひび割れ幅を nclass 個の

階級数で分類し，各階級のひび割れ幅代表値（wmax，w 

nclass-1，…，w1）ごとのひび割れ長さを推定できるように

なれば，補修工法に応じた修復費用単価を当該階級のひ

び割れ長さに乗じることで損傷量を修復費用に換算す

ることが可能になると考えてのことである。 

 図－6 は，平均ひび割れ幅 wav を 0.5mm（最大ひび割

れ wmax 幅を(4)式より 0.85mm と仮定）としたときのひび

割れ幅分布について，ひび割れ幅を 4 つの階級に分類し

た場合の離散化例である。図－6 の確率密度関数の値を

読み取ると，ひび割れ幅が wmax=0.85mm となるひび割れ

区間長さが総ひび割れ長さに占める比率はおよそ 2.5％

である。一方，離散化したグラフにおいては，図－6 の

最大ひび割れ幅 wmax を含む階級（w=0.73～0.97 の区間）

に分類されたひび割れ長さの総ひび割れ長さに対する

比率は，対数正規分布関数の定積分より， 
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およそ 6.2％となる。幾何学的なひび割れ－変形モデル

において縮合されているひび割れを実際に近い状態に

分解する際，最大ひび割れ幅の階級に分類されるひび割

れ区間長さが総ひび割れ長さに占める比率が，最大ひび

割れ幅を有するひび割れ 1 本の長さが総ひび割れ長さに

占める比率と近くなるようにひび割れ幅の分類数を定

めることができればよい。仮に，最大ひび割れ幅となる

ひび割れ 1 本のみが発生している部材の場合，幾何学的

なひび割れ－変形モデルにおいて部材セグメント間の

空隙の数が 1 本で表されるのが最も妥当であり，このと

き，ひび割れ幅分布の離散化におけるひび割れ幅の階級

数は 1 とすればよい。 

(2) 離散化ひび割れ幅分布の階級数 

 前述した方針に基づき離散化ひび割れ分布の階級数

を定める方法について具体的に説明する。その際必要と

なる平均総ひび割れ長さ lav の求め方についてはじめに

説明する。 

 既往の研究例えば 9)～11)において平均ひび割れ間隔 Sav を

求める方法が幾つか提案されており，いずれかの方法で

平均ひび割れ間隔 Sav を定めることができれば，平均総

ひび割れ長さ lavは幾何学的にほぼ決定する。具体的には，

曲げ変形に対する平均総ひび割れ長さ lav は， 

av

n
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xDLl )( −⋅⋅
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ζ  (9) 

と表わされる（図－7）。ここに，L：部材長，D：部材せ

い，ζ：ひび割れ程度を表す無次元数で， 
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と表され，σscr：ひび割れ発生時の鉄筋応力，σs：鉄筋応

力，β1：付着特性を表わす係数（異形鉄筋=0.4，丸鋼=0.8），

β2：繰返しの影響を表わす係数（処女載荷=1，繰返し載

荷=0.5）である。ちなみにβ1=0.4，β2=0.5 を仮定するとひ

び割れ程度を表す無次元数ζは， 
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と表すこともできる。ここに，Es：鉄筋の弾性係数，Ec：

コンクリートの弾性係数，σct：コンクリートの引張強度

である。一方，せん断変形に対する平均総ひび割れ長さ

lavは図－8 より， 
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と表わされる。ここに，L：部材長，D：部材せい，θ：

せん断ひび割れと材軸のなす角度，q：Dcosθ を Savで除

したときの商（Dcosθ  < Savのときは q=0）である。 

 次に，最大ひび割れ幅を有するひび割れ 1 本の長さを

l1,max，ひび割れ幅分布確率密度関数を f(X)，離散化ひび

割れ分布の階級数を nclass，小数点以下を四捨五入する関 

 
図－7 曲げ変形に対する平均総ひび割れ長さ 

 
図－8 せん断変形に対する平均総ひび割れ長さ 

 

数を round{x}とおくと，離散化ひび割れ分布から推定さ

れる平均総ひび割れ長さ lav は， 
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と表わされる。このとき，曲げ変形については(13)式が

(9)式と，せん断変形については(13)式が(12)式と等しく

なるような階級数 nclass を選択することで，幾何学的なひ

び割れ－変形モデルにおいて縮合されているひび割れ

を実際に近い状態に分解することができるようになる。

ここで，最大ひび割れ幅を有するひび割れ 1 本が幾何学

的なひび割れ－変形モデルにおける部材セグメント間

の空隙と対応することを踏まえれば，最大ひび割れ幅を

有するひび割れ 1 本の長さ l1,max は，曲げ変形の場合， 

nxDl −=max,1
 (14) 

せん断変形の場合， 

θsinmax,1
Dl =  (15) 

として算定される。 

(3) 離散化ひび割れ幅分布の作成 

 (13)式より幾何学的なひび割れ－変形モデルにおいて

縮合されているひび割れを実際に近い状態に分解する

準備ができた。ただし，(4)式および(5)式の平均ひび割れ

幅 wavと最大ひび割れ幅 wmaxとの関係は，最大応答から

の除荷時変形のときに成立する関係で，地震終了時の残

9) 

9) 
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留変形のときにも成立する関係ではないことに注意が

必要である。すなわち，最大応答からの除荷時変形のと

きには， 

式式 )7()6( ⇔  (16) 

であるが，地震終了時の残留変形のときは， 

式式 )7()6( ⇔/  (17) 

である。これらを踏まえて，本論文では，地震終了時の

残留変形のときは，(6)式ではなく(7)式が成立するものと

仮定して議論を進める。 

 幾何学的なひび割れ－変形モデルにおいて縮合され

ているひび割れの分解例を示すため，図－5 に示したひ

び割れ幅分布を用い，最大応答からの除荷時変形のとき

の平均ひび割れ幅が 0.5mm，地震終了時の残留変形のと

きの平均ひび割れ幅が 0.3mm，最大ひび割れ幅 wmax は指

針 5)に言及されているように不変であると仮定する。こ

こで，(13)式と(9)式あるいは(13)式と(12)式から階級数

nclass を求め，最大応答からの除荷時変形のときのひび割

れ幅分布（平均ひび割れ幅が 0.5mm のときのひび割れ幅

分布）を離散化する。図－9 (a)の模式図は，最大ひび割

れ幅を有するひび割れ1本の長さ l1,maxに対して平均総ひ

び割れ長さ lav がおよそ 10 l1,max で，階級数 nclass が 3 の場

合を表している。次に，地震終了時の残留変形のときの

ひび割れ幅分布（平均ひび割れ幅が 0.3mm のときのひび

割れ幅分布）を同じ階級数 nclass=3 で離散化すると，(13)

式より計算される平均総ひび割れ長さ lav は 19 l1,max とな

る。しかし実際には総ひび割れ長さ lavが残留変形によっ

て変わるわけではないので，平均総ひび割れ長さ lavが先

程と同じ 10 l1,max になるように，最大ひび割れ幅を有す

るひび割れ幅の階級の対数正規分布関数定積分値が全

体の 0.1（=l1,max /10 l1,max）に相当するまで，最大ひび割

れ幅を有するひび割れ幅の階級と隣り合う階級から順

に対数正規分布関数積分値が供給されるものとして，ヒ

ストグラムを再分配することにした（図－9 (b)）。最大

応答からの除荷時変形のとき，ひび割れ幅 wmax=0.85 

(0.68～1.02)mm となるひび割れ長さが l1,max，ひび割れ幅

wclass2=0.57 (0.34～0.68)mm となるひび割れ長さが 2l1,max，

ひび割れ幅 wclass1=0.28 (0～0.34)mm となるひび割れ長さ

が 7l1,max であったものが，地震終了時の残留変形のとき，

ひび割れ幅 wmax=0.85 (0.68～1.02)mm となるひび割れ長

さが l1,max，ひび割れ幅 wclass2=0.57 (0.34～0.68)mm となる

ひび割れ長さが l1,max，ひび割れ幅 wclass1=0.28 (0～0.34) 

mm となるひび割れ長さが 8l1,max となる。 

 

4. ひび割れ量の試算 

 前章までの幾何学的ひび割れ発生モデルを用いて，あ

る部材変形角Rのときにnclass個の階級数で分類されたひ

び割れ幅のごとのひび割れ長さを推定する方法を提案 

 
図－9 異なる残留変位時のひび割れ幅分布の離散化 

 

した。本章では，構造部材を簡単な一自由度系とみなし

た非線形地震応答解析において，ひび割れ幅の階級別に

ひび割れ長さを推定する簡単なケーススタディを行う。 

 解析対象となる一自由度系の復元力特性は Tri-linear

型とし，履歴則に除荷剛性低減指数が 0.4 の Takeda モデ

ル 12)を用いた。減衰は瞬間剛性比例型とし，減衰定数を

5%とした。降伏強度の 1/3 をひび割れ点強度とし，降伏

時剛性低下率を 0.3，降伏後の剛性を初期剛性の 0.01 倍

とした。降伏点割線剛性から求められる固有周期 Ty が

0.3 秒，重量に対する水平せん断耐力の比であるベース

シア係数 C0が 0.3 となる部材系を想定し，応答塑性率μ

が 4 となるように入力地震動（El Centro 1940 および

Kocaeli 1999 の 2 つの強震記録）に倍率を乗じた。Takeda

モデルの除荷剛性低減指数が定められている部材の最

大応答が等しいとき，図－3 における最大応答からの除

荷時変位も等しく，幾何学的ひび割れモデルを適用して

求められる最大残留ひび割れ幅も等しくなる。すなわち，

最大残留ひび割れ幅から部材の損傷度を判断すること

が可能であるとすれば，最大応答が等しくなるよう入力

地震動に倍率を乗じている限り，損傷度評価は地震動の

時刻歴に拠らず一定となる。1 波目の地震で一定の損傷

度となった部材に続けて 2 波目の地震動が入力されるシ

ナリオを考え，本章では倍率を乗じた El Centro 1940 の

入力に続けて，倍率を乗じた Kocaeli 1999 の入力を同位

相および逆位相とする 2 ケースを検討し，図－10 の応答

時刻歴を得た。 

 1 波目の地震で応答塑性率 4 を経験しても耐震安全性
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を著しく損なわず 2 波目を経験し得ること，Takeda モデ

ルに従う履歴を有することを踏まえ，曲げが卓越する部

材と考え，簡単のため全体変形に対する曲げ変形の割合

αが 0.7513)，D=250mm，L=1000mm，θ=45°となる部材

を仮定し，最大応答からの除荷時変形を部材角

Rf=0.013rad と Rs=0.0045rad に分離できたとすれば，(6)

式および(7)式から wf,max=1.3mm，wf,av=0.8mm，ws,max=1.1 

mm，ws,av=0.5mm を得る。平均値が wf,av=0.8mm および

ws,av=0.5mm となるひび割れ幅分布を(13)～(15)式を用い

て離散化すると，曲げひび割れは lav が 8l1,max で 3 階級

（wmax=1.3 (1.04～1.56)mm，w2=0.78 (0.52～1.04)mm，

w1=0.26 (0～0.52)mm）に，せん断ひび割れは lavが 4l1,max

で 2 階級（wmax= 1.1 (0.73～1.47)mm，w1=0.37 (0～0.73) 

mm）に分類される（図－11）。一方，地震終了時残留変

形に対しては，Kocaeli 1999 同位相入力時のひび割れ幅

分布の平均値が wf,av=0.03mm および ws,av=0.02mm，逆位

相入力時のひび割れ幅分布の平均値が wf,av= 0.20mm お

よび ws,av=0.14mm となる。各ひび割れ幅階級のヒストグ

ラム再分配を行うと，最大ひび割れ幅以外のひび割れに

ついて，曲げひび割れではひび割れ幅 w1=0.26 (0～

0.52)mm のひび割れ長さが 7l1,max，せん断ひび割れでは

ひび割れ幅 w1=0.37 (0～0.73)mm）のひび割れ長さが

3l1,max となる。曲げひび割れに着目すれば，ひび割れ長

さ 2l1,max 分について，最大応答からの除荷時変形を対象

とする場合，ひび割れ幅 w2=0.78 (0.52～1.04)mm 階級に

応じた補修工法の費用単価を積算するが，地震終了時残

留変形を対象とする場合，ひび割れ幅 w2=0.26 (0～0.52) 

mm 階級に応じた補修工法の費用単価を積算することに

なる。 

 

 
図－10 2 つの強震記録を連続入力した応答変位時刻歴 

 

5. まとめ 

 RC 部材の幾何学的ひび割れ－変形モデルに，離散化

したひび割れ幅分布を当てはめる方法，および，主なひ

び割れ幅別にひび割れ長さを推定する方法を提案した。 

 

図－11 ひび割れ幅分布の離散化状況（ケーススタディ） 
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